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1．被害想定予測手法の基本的な考え方

 検討委員会の意見を踏まえ、最新の科学的知見、手法等を反映する。

 令和7年3月31日に公表された「南海トラフ巨大地震モデル・被害想定手法検討会」等
の最新の知見を加味した想定を行うものとする。

 既往の国、都道府県による地震被害想定調査の手法を参考に必要に応じて更新する。

 平成２８年熊本地震、令和６年能登半島地震等、近年国内で発生した地震の被害状況
等の知見を反映する。

 基本的な想定単位は250mメッシュとし、項目によって、市・区・地域等、個別（箇所別）
等の単位で想定を行う。
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今回調査手法前回調査手法

変更なし道路延長と道路施設被害率より算定
震度別道路施設被害率は中央防災会議
（2013）

道路交通施設
被害

変更なし鉄道延長と鉄道被害率より算定
震度別鉄道被害率は中央防災会議（2013）

鉄道

変更なし
※離島部の孤立リスクについて評価

係留施設数と岸壁被害率より算定
防波堤延長と防波堤被災率より算定
岸壁被害率はKojiICHII(2004）、防波堤
被災率は国交省（2013）

港湾・漁港

変更なし津波浸水の有無、建物の耐震化、滑走路の液
状化対策状況に基づき評価

空港

石川県（2025）より算定－道路ネットワーク

鹿児島県災害廃棄物処理計画（H30.3）の
推計手法より算定

中央防災会議（2013）より算定
津波堆積物は東日本大震災の事例より算定

災害廃棄物

２．交通施設被害等の予測手法の変更点まとめ
※前回調査との変更点は赤字で記載
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今回調査手法前回調査手法

変更なし ※各種係数は最新のものに更新中央防災会議（2013）より算定エレベータ内閉じ込めその他
被害

定性評価－長周期地震動

変更なし中央防災会議（2013）より算定孤立集落

幅員別道路延長と建物被災率に応じた閉塞率
より算定

－細街路道路閉塞

定性評価－道路上の自動車への落石・崩土

定性評価－交通人的被害（道路・鉄道）

避難者と災害時要援護者の人口比率を乗じて
算定

－要配慮者

※地震動・液状化の評価に考慮－宅地造成地

各施設におけるハザードリスクを評価－危険物施設等

定性評価－大規模集客施設等

定性評価－地下街・ターミナル駅等

各文化財におけるハザードリスクを評価－文化財

定性評価－災害応急対策等

定性評価－堰堤・ため池等の決壊

定性評価－地盤地下による長期湛水

定性評価 ※特に風水害について検討－複合災害

定性評価 ※養殖業についても検討－漁船・船舶・水産関連施設

定性評価－治安

死傷者数における観光客数を算定－観光

各施設におけるハザードリスクを評価－農畜産業

変更なし ※原単位は最新のものに更新中央防災会議（2013）より算定直接経済被害経済被害

２．交通施設被害等の予測手法の変更点まとめ
※前回調査との変更点は赤字で記載
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３．交通施設被害の予測手法

(１) 道路

①前回調査手法

変更なし

直轄国道の震度別道路施設被害率（浸水域外）

補助国道・県道・市町道
の震度別道路施設被害

率（浸水域外）

直轄国道の道路施設被害率（浸水域）

補助国道・県道・市町道
の道路施設被害率

（浸水域）
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３．交通施設被害の予測手法

(2) 鉄道

①前回調査手法

変更なし

鉄道被害率（浸水域外） 鉄道被害率（浸水域）
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３．交通施設被害の予測手法

(3) 港湾・漁港

①前回調査手法

変更なし

港湾岸壁被害率 防波堤被災率

越流水深（m）（防波堤前面の津波高m－防波堤の天端高m）＞2.0m
⇒ 被災あり（防波堤被災率100%）
越流水深（m）（防波堤前面の津波高m－防波堤の天端高m）≦2.0m
⇒ 被災なし（防波堤被災率0%）
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３．交通施設被害の予測手法

(4) 空港

①前回調査手法

変更なし

① 空港敷地内浸水
津波浸水深分布と空港位置を重ね合わせ、各空港の津波による浸水の有無を評価する。
津波により空港建物や滑走路等が浸水する空港では、漂流物や土砂の漂着、漂流物による施設の破損などに

より、閉鎖する可能性が高いと想定する。

② 施設機能支障
震度分布と各空港建物の耐震化状況に基づき、空港施設(旅客ターミナルビル、管制塔等)の機能支障について

検討する。
震度6強以上、かつ建物（旅客ターミナルビル、管制塔等）の耐震化が行われていない空港では、施設機能支障

により閉鎖する可能性が高いと想定する。

③ 滑走路機能支障
液状化の可能性と滑走路の液状化対策状況に基づき滑走路の機能支障について検討する。
液状化の可能性が高い空港では、滑走路機能支障により、閉鎖する可能性が高いと想定する。
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３．交通施設被害の予測手法

(5) 道路ネットワーク

①前回調査手法

②今回調査手法

未算定

平常時のトラック流量・
物資運搬量

地震時の
交通量・物資運搬量

急傾斜地崩壊

盛土位置

橋梁被害

閉塞道路の抽出

道路網

① 斜面災害の発生可能性大となるエリアに交わる道路、道路橋梁被害が大規模損傷以上となる道路
を、道路閉塞が発生する可能性が高い道路として抽出する。

② ①にて抽出された閉塞道路におけるトラック台数・物資運搬量を被害量として評価する。
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４．災害廃棄物の予測手法

(１) 災害廃棄物量

①前回調査手法

（1）災害廃棄物

(2)津波堆積物

がれき発生量（t）

＝１棟あたりの平均延床面積（㎡/棟）×単位延床面積あたりのがれき発生量（t/㎡）×全壊棟数（棟）

津波堆積物の重量（t）

＝津波堆積高（2.5～4cm）×津波浸水面積×津波重量換算係数（1.46t/㎥、1.10t/㎥）
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４．災害廃棄物の予測手法

(１) 災害廃棄物量

②今回調査手法

（1）災害廃棄物

全壊による災害廃棄物発生量（t）＝全壊棟数×117（ｔ/棟）

半壊による災害廃棄物発生量（t）＝半壊棟数×23（ｔ/棟）

焼失（木造）による災害廃棄物発生量（t）＝焼失棟数（木造）× 117（ｔ/棟）×（1－0.34）

焼失（非木造）による災害廃棄物発生量（t）＝焼失棟数（非木造）× 117（ｔ/棟）×（1－0.16）

算出式（焼失）算出式（全壊・半壊）廃棄物発生量（t）

災害廃棄物発生量（焼失木造）×0.001
災害廃棄物発生量（焼失非木造）×0.001

災害廃棄物発生量（全壊＋半壊）×0.18可燃物

災害廃棄物発生量（焼失木造）×0.649
災害廃棄物発生量（焼失非木造）×0.2

災害廃棄物発生量（全壊＋半壊）×0.18不燃物

災害廃棄物発生量（焼失木造）×0.31
災害廃棄物発生量（焼失非木造）×0.759

災害廃棄物発生量（全壊＋半壊）×0.52コンクリートがら

災害廃棄物発生量（焼失木造）×0.04
災害廃棄物発生量（焼失非木造）×0.04

災害廃棄物発生量（全壊＋半壊）×0.066金属くず

災害廃棄物発生量（焼失木造）×0.0
災害廃棄物発生量（焼失非木造）×0.0

災害廃棄物発生量（全壊＋半壊）×0.054柱角材
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４．災害廃棄物の予測手法

(１) 災害廃棄物量

②今回調査手法

（2）津波堆積物

津波堆積物発生量（㎥）＝津波堆積物発生量（t）/津波重量換算係数（1.46t/㎥、1.10t/㎥）

津波堆積物発生量（t）=市町村面積（㎢）×106×津波浸水面積割合（％）×0.024（t/㎡）
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５．その他被害の予測手法

(１) エレベータ閉じ込め

①前回調査手法
67.0%に更新

※2023調査報告より

0.439%に更新
※2018大阪北部地震の

じっせきより
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５．その他被害の予測手法

(２) 孤立集落

①前回調査手法

【孤立に至る条件】
①農林業センサス、漁業センサスの調査対象集落をもとに、

内閣府（2010）において孤立の可能性があるとされた集落を被害想定の対象とする。
②孤立に至る条件は、次の２つとする。
・集落へのすべてのアクセス道路が土砂災害危険箇所等に隣接しているため、
地震に伴う地災害等の要因により道路交通が途絶し外部からのアクセスが困難となるおそれのある集落

・船舶の停泊施設がある場合は、地震または津波により当該施設が使用不可能となり、
海上交通についても途絶するおそれのある集落

③震度６強以上の分布、津波浸水エリアの分布に孤立に至る条件を加味し、孤立する可能性のある集落を抽出する。
離島の集落においては、最寄りの船舶の停泊施設が地震または津波により使用不可能になると想定される場合、
島外へのアクセスが困難となるため、孤立する可能性があると判断する。

変更なし
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５．その他被害の予測手法

(３) 細街路道路閉塞

①前回調査手法

②今回調査手法

【幅員3m未満の道路】
道路リンク閉塞率（％）＝1.28×建物被災率（％）

【幅員3m以上5.5m未満の道路】
道路リンク閉塞率（％）＝0.604×建物被災率（％）

【幅員5.5m以上13m未満の道路】
道路リンク閉塞率（％）＝0.194×建物被災率（％）

未算定
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５．その他被害の予測手法

(４) 要配慮者

②今回調査手法

避難者における要配慮者数＝避難者数×要配慮者割合（市町村別）

(５) 危険物施設 （６） 文化財 （７） 農畜産業

②今回調査手法

各施設位置と地震動、液状化、土砂災害、津波のハザード分布を重ね、機能支障について評価

※施設位置についてはデータ作成中。情報が不足する場合は定性評価とする。

(８) 観光

②今回調査手法

観光客における死傷者数＝死傷者数×観光客割合（市町村別）
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６．経済被害の予測手法

(１) 直接経済被害額

①前回調査手法

原単位は調査のうえで
更新予定

直接被害額の算出に用いる原単位


